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この研究は、浜田市消防本部警防課との共同研究事業である。また、看護栄養学部看

護学科 4年生の原田凪沙、江角彩楓と共に取組んだ。 
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≪ はじめに ≫ 

わが国の、急激な高齢化と単身世帯者の増大が著明となり、単身者の死亡数の純増をもたらす

ことに加えて、一人暮らしの人が自宅で死亡し、死後発見されるといういわゆる「孤立（孤独）

死 」を増加させることになり、これが社会的に広く注目を集めている。  

「孤独死」という用語は、1970 年代より使用されているが、単身者が自宅で死亡発見された

事例の新聞記事は、ごく少数ながらも明治期より見られる。阪神淡路大震災後の仮設住宅内で多

発した孤独死事例を契機に大きな社会問題となり、政府レベルでの検討・施策に至っている。 

市町村による対策は，地域住民や民間団体による孤独死防止活動支援，巡回・訪問など自助・

互助・共助・公助によって行なわれている。しかし，地域のつながりの弱さや若い世代の人手不

足，支援や関わりの拒否等で支援が行き届いていない，または困難となっているのが現状で，孤

独死数は増加しており、更なる孤独死対策の強化が必要である。 

島根県浜田市では，孤独死対策として紹介されている活動を，自主防災組織の代表者が役割の

一つとして行なっているが，全ての高齢者が支援を希望しているわけではない。死に対する態度

や恐怖が高い場合に，自ら進んで支援を希望していることが考えられる。しかし，必要としてい

る支援や頻度は，支援を必要としている側のニーズや，支援者側の体制や考え方によって異なっ

ている。また，支援者のコミュニティ意識の差も，支援の有無やその程度に影響を与えていると

考える。 

 

≪ 目的 ≫ 

浜田市消防本部警防課との共同研究事業として、「孤立（孤独）死」を未然に防ぐための方策

について検討する。 
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≪ 調査方法 ≫ 

 ２つの調査を実施しました。 

 

調査Ａ 

 対象 

浜田市消防職員（116 名） 

 調査内容 

① 孤独死対策として紹介されている活動の「利用・希望状況」 

② 日本語版 UCLA 孤独感尺度（第３版） 

③ 性・年齢 

④ 世帯形態など 

 調査方法 

無記名自記式アンケート調査 

 

調査Ｂ 

 対象 

浜田市自主防災組織代表者（76 名） 

 調査内容 

① 孤独死対策として紹介されている活動の「実施状況」 

② コミュニティ意識尺度（短縮版） 

 調査方法 

無記名自記式アンケート調査 

 

≪倫理的配慮≫ 

調査は無記名で行い、自由意思による協力を求め、提出を持って同意と判断した。なお、この

研究は、島根県立大学看護栄養学部の「学生における倫理的配慮」に関する指針に基づき該当看

護領域責任者の承認を得て行なった（承認番号 調査Ａ：2020-公 04、調査Ｂ：2020-公

05 ）。 
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 「1 点：決してない」「2 点：ほとんどない」「3 点：時々ある」「4 点：常にある」から択一

で回答 

 最高 80 点，最低 20 点で、点数が高いほど孤独感が高いことを示す 
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コミュニティ意識尺度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「1：そう思わない」「2：どちらかと言えばそう思わない」「3：どちらとも言えない」「4：

どちらかと言えばそう思う」「5：そう思う」の 5 肢択一 

 問毎に平均を算出し、最高 5 点、最低１点 
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≪ 結果 ≫ 

 調査Ａは、消防職員 116 名のうち、107 名から提出があり（回収率 92.2％）、孤独感尺度

の記載が不十分であった 2 名を除く 105 名を分析対象（有効回答率 98.1％）とした。調査Ｂ

は、自主防災組織代表者 76 名のうち、68 名から提出があり（回収率 89.5％）、全て分析対象

（有効回答率 100％）とした。 

 

１．孤独死対策として紹介されている活動 

この表は、孤独死対策として紹介されている活動を調査 A の消防職員が「利用・希望する」

と回答した割合、調査 B の自主防災組織の代表者が「実施している」と回答した割合を示したも

のである。 

「利用・希望する」、「実施している」が 6 割以上を赤字で示したが、自助の「自宅用火災報知

器の設置」は、8 割以上が、「利用・希望する」、「実施している」であった。また、「利用・希望

する」では、対象の特徴を反映した、自助と互助の項目で割合が高い現状にあった。 

一方、「実施している」では、共助の項目が多くあり、地域特性を反映していると思われた。 

 

 

 

 



 

7 

 

２．消防職員の孤独感尺度得点 

この表は、消防職員の孤独感尺度得点である。44 歳以下と 45 歳以上で比較したが、有意差

は認めなかった。また、世帯形態でも比較しましたが、有意差は認めなかった。このことから、

孤独感は、年齢や同居している人数との関係は無いと考えられた。 

一方、孤独感”がある人がサービスを“利用・希望しない”傾向にあった。 

 

 

３．自主防災代表者のコミュニティ意識尺度得点 

この表は、自主防災組織代表者のコミュニティ意識得点である。得点を赤で示している項目、

例えば、愛着の「この土地にたまたま生活しているが、さして関心や愛着といったものはな

い。」は、1.4 なので「思わない」と回答していることになり、得点が低い方がコミュニティ意

識がある問である。 

コミュニティ意識尺度の「他者依存」は低く、「連帯・積極性」「自己決定」「愛着」は高か

く、今回対象とした、自主防災組織の代表者は、コミュニティ意識が高いことは明らかである。 
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４．自主防災代表者の居住年数とコミュニティ意識尺度得点の関係 

この表は、自主防災組織代表者の居住年数とコミュニティ意識得点の相関関係である。有意な

関係にあったのは、赤字で示した２項目で、居住年数が長い程「住み良い地域づくりのために自

分から積極的に活動していきたい」と思っており、居住年数が短い程「この土地にたまたま生活

しているが、さして関心や愛着といったものはない」と思っていた。 

 

 

≪ まとめ ≫ 

“孤独感”は年齢や同居家族の人数で差はなく、 “孤独感”がある人がサービスを“利用・

希望しない”傾向にある。また、サービスを“利用・希望しない”ことから、無意識のうちに

“孤独感”が高まることが推察され、情報弱者となる可能性がある。また、コミュニティ意識に

は居住年数が関係しており、それぞれの地域でサービスの利用・希望も異なるなど、地域特性が

考えられた。 

これらのことから、「孤立（孤独）死」を未然に防ぐためには自助では限界があることから、

職種や生活様式にかかわらず多様なチャンネルから対人関係が築ける仕掛けにより互助を醸成

し、地域特性に合った共助の仕組みをつくることが重要である。 
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